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東日本大震災の長期的影響と臨床心理学的支援に関する研究Ⅱ

―復興プロセスの中でメンタルヘルスに影響する要因の検討―
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Research on long-lasting effects of The Great East Japan Earthquake
and disaster relief using clinical psychological method Ⅱ

―Factors affecting mental health in the reconstruction process―
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問題と目的

　本研究は，未曾有の東日本大震災がメンタルヘルスに

及ぼす長期的影響を調査し，その臨床心理学的支援の効

果と課題を検証するにあたって，メンタルヘルスの長期

的影響の背景についてその要因を検討するためのもので

ある。

　大震災によるメンタルヘルス上の問題は災害後長期及

び多岐に渡って深化する恐れがあることはすでに周知の

ものになっている。阪神・淡路震災後 6 年経過時に身体

的・精神的健康問題で通院する者が増加していること 

（㈶兵庫県長寿社会研究機構こころのケア研究所，

2001），東北大学大学院医学系研究科循環器内科学分

野の下川宏明教授らの研究グループが，東日本大震災

後 3 年の時点で精神的ストレスが増大し，経年的に増加

していることを明らかにしたことがその例である（東北

大学，2014）。

　奇（2017）は東日本大震災の被災地である岩手県宮古

市の被災者を対象に長期に渡る継続支援活動とともに，

メンタルヘルスに関する調査を行い，震災後 6 年が経過

した時点で PTSD ハイリスク27.27％，うつ状態ハイリ

スク20.13％と，阪神・淡路震災と同様の様相がみられ

たことを明らかにし，長期的視点での心理的支援が必要

であることを示唆した。

　一方，被災の程度が大きい場合も現在の生活を受け入

れる人と受け入れがたい人が混在し，PTSD 得点やうつ

状態得点において被災の少ない人が被災の大きい人より

高かったことから，災害後のメンタルヘルスに影響する

要因の個別性や多面性について検討が必要であることが

うかがわれた。

　そこで，本稿では，宮古市の復興計画（2011）による災 

害公営住宅の整備がおおよそ完成し，多くの被災者がこ

れからの生活の場を定めた2018年に調査を行い，2017年

までの調査と合わせてメンタルヘルスの経年比較を行う

とともに，メンタルヘルスに影響する要因の分析を試みる 

ことによって心理的支援の視点を得ることを目的とする。

倫理的配慮　

　調査は支援活動期間中に自発的に参加した住民に面接

調査を行う方法によって行われた。実施の際には，研究

協力への同意を確認，了解を得たものを対象にした。回

答は自由意思によるものであり，回答を拒否しても不利

益はないこと，答えたくない質問には答えなくてよいこ

と，プライバシーの保護，学会等での発表の可能性があ

ることを協力者に説明し了解を得た。

　

方法

 1 ．対象：東日本大震災の被災地である岩手県の宮古市

在住の住民68名。

 2 ．調査実施時期：2018年 8 月

 3 ．調査方法：継続支援活動期間中，活動に訪れた地域

住民に対して，面接方式で質問紙調査を行い，面接中

の自由口述の内容を採集した。

 4 ．調査内容

 1 ）質問紙

①基本事項：東日本大震災の長期的影響の経過をみるた

め，奇（同上）と同様のものを設定した。年齢，性別，

住居形態，同居者の有無（同居者あり・同居者なし），

被災の程度，持病の有無（震災後），現在の生活の受容

の質問項目で構成。住居形態については，災害公営住宅

整備により仮設住宅から移転した被災者中心の集合住宅

または一軒家を表す「復興住宅」，住宅が全壊または半

壊したものの自分が選択した地域に自力で新築した被災

者と従来からの自宅住まいの人が混在している「自力住

宅」に区分した。「被災の程度」については，物理的な

被害の程度より，被災者の心理面を重視し，主観的評価

を求め，「被災の程度が甚大」（以下，被災大），「被災の

程度が大きい方」（以下，被災中），「被災の程度が少ない」

（以下，被災小），「被災をしていない」（以下，被災なし）

の 4 つに区分した。特に，「被害の程度が甚大」の場合，

物理的被害が大きい，またはそれに加え，身近な家族の
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喪失，あるいは両方が含まれる。「持病」については，

間接的調査であることからプライバシーを尊重し，震災

後新たな持病を発症しているかについて有無のみの回答

を求め，「疾病あり」「疾病なし」で分類した。さらに，

現在の生活の受容については，現在の生活状況を受け入

れる，受け入れがたいという評価に従って，「受容」「非

受容」に区分した。

② SQD（Screening Questionnaire for Disaster 

Mental Health；災害精神保健に関するスクリーニング

質問票）：川上（2015）によると，阪神・淡路大震災か

ら作成されたころの健康問題に関する12 問の スクリー

ニング尺度で，PTSD と抑うつを同時に評価できる。

「PTSD」ハイリスクと評価するためには，質問項目 3 ，

4 ，6 ，7 -12のうち 5 個以上「はい」が存在し， 4 ，9 ，

11のどれか 1 つは必ず含まれる。「うつ状態」ハイリス

クと評価するためには，質問項目 1 - 3 ，5 ，6 ，10のう

ち 4 個以上「はい」が存在し，5 ，10のどちらか一方は

必ず含まれる（Table1）。経年比較のため，2016年及び

2017年に実施したものと同様のものを採用した。

 2 ）自由口述

　被災体験，被災後の生活歴，現在の心境などについて

対象者が自由に語る内容を逐語記録した。

結果

 1 ．対象者の基本調査内容

　今回の調査対象者の特徴を2017年度の調査（奇，

2017）と比較すると，女性が男性に比べ多く，70代以上

の高齢者が70％以上を占めることを始め，同居者の有無

の割合や震災後の持病の有無の割合，現在の生活受容の

度合いなどにおいて同じ傾向を示している。一方，被災

が大きく，自宅を再築する余力がなかったため，災害公

営住宅（集合住宅）に入居した人や被災の程度が大きい

と感じる人の割合が前年度の調査より著しく増えてお

り，本調査と並行して行われた支援活動への積極的参加

がうかがえることから，被災から長い時間が経ってな

お支援のニーズが高い人たちが多いことがうかがえた。

（Table2）

 2 ．SQD の結果

 1 ）PTSD 得点の結果と経年比較

　PTSD 得点で最も高い割合を示したのはハイリスク群

であった。奇（2017）の結果と照らし合わせて経年比較

を行うと，0 点群は増加，1 点及び 2 点の低得点群は増

加，4 点群は増減を繰り返していることに比べ，ハイリ

スク群は震災後 5 年で減少したものの，その後 2 年間一

定の比率を保っている特徴がみられた（Table3）。

 2 ）うつ傾向得点の結果と経年比較

　うつ得点で最も高い割合を示したのはハイリスク群で

あった。奇（2017）の調査と照らし合わせて経年比較を

行うと，0 点及び 1 点・2 点の低得点群は増加，3 点群

は増減を繰り返していることに比べ，ハイリスク群は震

災後 5 年で減少したものの，再び増加する傾向がみられ

た（Table4）。

 3 ．対象者の属性による SQD 得点の特徴

 1 ）被災の程度の主観的評価における SQD 得点の特徴

① PTSD 得点

　被災大群の PTSD 得点平均が最も高く，ハイリスク

と判断される得点に近い。被災の大きさにより被災の記

憶が強く残り，反芻しやすいことが推察される。（Fig.1）

　さらに，被災の程度による PTSD 得点の割合（Table5）

をみると，被災大群の 3 割強がハイリスクに晒されて

おり，他の群に比べ占める割合がもっとも大きい。一

方，被災が少ない，または被災していない場合，0 点が

半数を占めている様子がみられ，被災の程度の大きさは

PTSD 得点に影響することが考えられた。

Table1　SQD（Screening Questionnaire for Disaster Mental Health）項目



東日本大震災の長期的影響と臨床心理学的支援に関する研究Ⅱ

27

Table2　調査対象の基本調査（2017 年との比較）

Table3　SQD（PTSD 得点）の経年比較

Table4　SQD（うつ状態得点）の経年比較
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　一方，ハイリスク群において被災の程度の割合は，被

災大群＞被災中群＞被災なし群＞被災小群の順になって

おり，ハイリスク者18名（全体の26.5％）のうち，被災

大群が12名（67％），被災中群が 2 名（11％），被災小群

が 1 名（ 5 ％），被災なし群が 3 名（17％）となっている。

さらに，被災がなくても PTSD 得点の高い者がみられ

る反面，被災が大きいと捉えていても低得点の者がいる

ことから，災害後の長期的メンタルヘルスにおいて個人

差がみられることを示している（Fig.2）。

②うつ傾向得点

　PTSD 得点と同様の傾向で被災大群のうつ状態得点平

均が最も高く，ハイリスクと判断される得点からはいく

らか離れている。（Fig.3）

Fig.2　被災の程度による PTSD ハイリスク者の割合

　しかし，被災の程度によるうつ状態得点の割合をみた

ところ，被災大群の中で半数近い人がハイリスク群であ

ること，その他の群すべてにおいて，それぞれ 0 点が半

数近くを占めていることから，うつ状態においては格差

が広がっていることがうかがえた。（Table6）

　一方，ハイリスク群において被災の程度の割合は，被

災大群＞被災中群＝被災なし群＞被災小群の順になって

おり，ハイリスク者19名（全体の27.9％）のうち，被災

大群が14名（73％），被災中群が 2 名（11％），被災小群

が 1 名（ 5 ％），被災なし群が 2 名（11％）となっている。

PTSD と同じく，基本的に被災の大きさはうつリスクの

高さと関連すると思われるが，被災大群の低得点者が半

数近くいること，その他の各群にハイリスク及び 3 点の

人が20％前後で一定数いることから，災害後の長期的メ

ンタルヘルスにおいて個人差がみられることを示してい

る（Fig.4）。

Fig.3　被災の程度によるうつ状態得点平均の比較

Fig.4　被災の程度によるうつ状態ハイリスク者の割合

Table5　被災の程度による SQD（PTSD）得点の割合

Fig.1　被災の程度による PTSD 得点平均の比較
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 3 ）震災後持病有無による SQD 得点の特徴

　震災後新たに持病を発症しているか否かによって，対

象者を被災の程度と合わせて分類したところ，全体の

約 4 割強が震災後疾病を有していた。（Table8）震災後

新たに持病を持つようになった29名のうち，被災大群が

55％を占めていた。（Table8）

① PTSD 得点

　震災後「疾病あり」の場合，「疾病なし」群に比べ，

いくらか PTSD 得点平均が高かった。（Fig.7）

②うつ状態得点

　震災後「疾病あり」群と「疾病なし」群の平均得点は

Fig.6　同居者の有無におけるうつ状態得点平均の比較

Table8　震災後の疾病の有無における被災の程度

Fig.7　震災後疾病の有無における PTSD 得点平均の比較

 2 ）同居者の有無による SQD 得点の特徴

　同居者の有無によって対象者を被災の程度と合わせ

て分類したところ，全体の約 2 割が一人暮らしであり，

被災大群では一人暮らしの人の割合（32％）がもっと

も高く，同居者なし群全体の半数以上を占めていた。

（Table7）

① PTSD 得点

　同居者がいない場合，同居者がいる群より PTSD 得

点平均が高い。（Fig.5）

②うつ傾向得点

　同居者がいない場合，同居者がいる群よりうつ状態

得点平均が高く，PTSD 得点に比べ両群間により差があ

り，ハイリスクに近い得点を占めている。（Fig.6）

Table7　同居者の有無における被災の程度

Fig.5　同居者の有無における PTSD 得点平均の比較

Table6　被災の程度による SQD（うつ状態）得点の割合
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あまり差がみられなかった。（Fig.8）

 4 ）居住形態による SQD 得点の特徴

　居住形態によって対象者を被災の程度と合わせて分

類したところ，全体の約 4 割強が復興住宅に暮らし

であり，復興住宅者は被災大群が大半を占めていた。

（Table9）

① PTSD 得点

　復興住宅群が自立住宅群より PTSD 得点平均が著し

く高い上に，ハイリスクに近い得点を示した。被災大群

の中には自力住宅者，すなわち，自分が選んだ地域に自

分の資産を基盤に自宅を建てた人たちも含まれており，

被災の程度が甚大でもその後の生活形態に PTSD 得点

の差がみられると考えられる。（Fig.9）

②うつ状態得点

　復興住宅群が自立住宅群よりうつ状態得点平均が高

かった。（Fig.10）

Fig.8　震災後疾病の有無におけるうつ状態得点平均の比較

Table9　住居形態における被災の程度

Fig.9　住居形態における PTSD 得点平均の比較

 5 ）現状受容の可否による SQD 得点の特徴

　現在の生活状況を受容しているか，受容しがたいかと

いう現状受容の可否によって対象者を被災の程度と合わ

せて分類したところ，全体の12％が受け入れがたいと考

えていた。さらに，そのうち 6 割強が非受容群であった。

（Table10）

① PTSD 得点

　現状に対して受容群に比べ非受容群の方が著しく

PTSD 得点が高く，その上，ハイリスクの得点を示した。

（Fig.11）

②うつ状態得点

　現状に対して受容群に比べ非受容群のうつ状態得点平

均が高く，ハイリスクに近い得点を示した。（Fig.12）

Fig.10　住居形態におけるうつ状態得点平均の比較

Table10　現状受容の可否における被災の程度

Fig.11　現状受容の可否における PTSD 得点平均の比較
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Fig.12　現状受容の可否におけるうつ状態得点平均の比較

 4 ．自由口述

　被災体験と現在の心境について，SQD の面接調査の

際，質問項目から連想し，自発的に語った内容を逐語記

録し，「被災あり」と「被災なし」に区別しまとめた。

（table11）

 “仮設住宅から復興住宅に入った。今の方が寂しい。話

す人がいない。”“体育館や仮設では人々の交流があった。

でもここ（復興住宅地）ではない。”“話し相手がほし

い”“周りの支え”“「人」が支えである”“『家』がある

かより，話せる『人』がいるかが大事。”など，災害後

の心身の回復には「人」が重要な要因であることが語ら

れた。さらに，復興住宅の整備によりこれから安定した

Table11　被災体験と現在の心境に関する語り
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生活を送る見通しができたにもかかわらず，“復興住宅

（集合住宅）に来て 2 年経ってもあまり落ち着かない”“仮

設住宅時代がよかった。周りの人が変わった。すぐドア

を開けて顔を合わせたり，声を掛けたりできなくなっ

た。”“心がもやもやする，人間関係のもやもや，やりづ

らさがある。知らないところに引っ越した感じ。”など，

同じ境遇という仲間意識のもと，人との交流が容易で

あった仮設住宅時代の方を懐かしみ，現在の生活への適

応の難しさがうかがえた。一方，“毎日一歩前進。沈む

日があれば，楽しい日も作れる”“この場所に慣れたい。

楽しいことの工夫。野菜や花いじり。おいしいものを食

べる。”など，同じく被災体験をし，復興住宅で生活し

ていても自分なりの工夫と前向きな姿勢で適応に向かう

様子もみられた。

　震災の記憶については，“夢は怖い夢を見る。震災の

夢も。”“津波の直後も今も夢みたいに感じる”“ 5 ， 6 年

経ってもまだまだ”“津波の映像がメディアや役所で流

れることがあるとき，見ないようにしている。”“今も地

震が来ると怖い。どう思っても災害のことを考えてしま

う。”“今も新聞に震災の写真が載ると胸が苦しくなる。”

など，被災の有無にかかわらず今も生々しく想起し，動

揺を感じる人がいる反面，“いいように考えている・・・

震災の話は嫌だと思わない。”“今は気持ちが落ち着い

た”“時間が経って震災のことを自然に聞けるようなっ

た”など，気持ちが安定した人たちもみられ，その多く

はやはり被災なし群に多いことがみられた。

　さらに，“復興住宅に入居してこれから良くなってい

くかな？と思ったけど，体調ついていけない。そうじゃ

なかった。”ため，災害後 7 年以上経った今うつ症状と

診断されたり，震災から 6 年が経ったごろに“ 3 年前か

らストレスなのか，どこもなんともないのに何もできな

い，動悸がする，眠れない”ために服薬を始めたりする

など，本人の思いと違い体調を崩す事例もみられた。

考察

　調査対象地域となった宮古市では平成28（2016）年度

までを「再生期」として設定，2017年 3 月までに災害公

営住宅を100％整備し，水産加工施設再開や漁港の復旧

をほぼ100％完成している（宮古市，2017）。このような

物理的変化は，2016年の調査と2017年の調査において，

SQD の PTSD 及びうつ状態のハイリスクの割合が劇的

に減少することに大きく貢献したと思われる。しかし，

その後 2 年間の調査において 2 割から 3 割といったけっ

して少なくない一定のハイリスク群が減少せず存在する

ことから，大災害が人の心に残す傷痕の大きさを改めて

実感するとともに，物理的復旧だけでは震災後のメンタ

ルヘルスへの十分な対応は難しいことが考えられた。

　一方，震災後のメンタルヘルスには基本的に被災の大

きさが重要な影響要因であることが示唆されたが，被災

が大きい中でも個々人の置かれた生活体験によって個人

差が生じることが考えられた。その要因の一つに同居家

族の有無が挙げられる。同居家族がいる場合と一人暮ら

しの場合には PTSD 及びうつ状態得点に差があり，特

にうつ状態得点においてその差が大きくみられた。自由

口述で“家族が支え”“話す人がいない”“家より人”と

述べられているように，震災後の生活において「人」「人

間関係」は震災後のメンタルヘルスに重要な要因である

と思われる。中にはドアを開けるとすぐ顔を合わせるこ

とができ，毎日声を掛け合うコミュニティが形成されて

いた仮設住宅時代が（自分の家がある）今よりよかった

という感想があり，災害後の復興の過程で繰り返し再

生，解体されるコミュニティの問題が示された。

　このような問題は，住居形態によって SQD 得点に差

がみられるところにも関連していると思われる。住む地

域を主体的に選び，自力で再建を成した「自立住宅群」

と公的支援に頼り，災害公営住宅に入居せざるを得な

かった「復興住宅群」を比較すると，「自立住宅群」は

被災の大きかった人を 2 割含んでいても「復興住宅群」

より PTSD 及びうつ状態得点が低かったことから，主

体的に新しいコミュニティに入る人と震災後のコミュニ

ティを再解体され，“知らないところに引っ越した感じ”

で不安を抱く人との間には復興の過程においてもメンタ

ルヘルスのあり方に違いがあることが考えられた。な

お，そもそも地域の高齢化が進んでいるところで災害が

起き，調査対象の75％が70代以上という現状から，震災

後の疾病発症は必ずしも災害の後遺症によるものとは言

えず，実際メンタルヘルスの得点においても大きな差を

みせなかったため，メンタルヘルスへの影響要因として

考慮しにくいと思われた。

　さらに，本研究では被災体験に対する主観的評価を重

視し，現在の状況の受け止め方に注目しているが，やは

り現在の状況を受容する群と受容しがたい群の間には

PTSD 得点及びうつ状態得点において大きな差があり，

特に「非受容群」の PTSD 得点は「受容群」より高く，

ハイリスク得点を示していた。非受容群は全体の12％と

少ないが，時が経って“起きたことだから当たり前”“自

然だから仕方ない”と受け止めざるを得ないという諦念

的受容も多いことが推察される中，受け入れがたさを強

くもっていることは，被災体験に複合的要因が関連して

いると思われる一方，生活が安定した今なお心のあり方

がメンタルヘルスに大きく影響することが考えられ，長

期的視点での心理的支援の重要性が示唆された。
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